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1. はじめに 

 近年，塩害を受けたコンクリート構造物の劣化が

顕在化し，社会資本の維持管理の問題が注目されて

いる．本研究は，劣化したコンクリート構造物の耐

震性能の評価を目的としている．塩害劣化により鉄

筋の腐食が進行し，構造部材のじん性も低下し，地

震時の等価な静的耐力が低下する．本研究では，塩

害によるじん性率および耐荷力の低下と鉄筋の腐食

量の関係を考えた劣化進行モデルを開発した．実構

造物を対象に，各劣化因子のばらつきをモデル化す

るために信頼性理論を適用した．入力する地震動は，

レベルⅡの大きな地震動を対象として，構造物の重

要度などを考慮した最適補修時期を求めた．  
2. 地震動の確率モデル 

 対象とする地震動は，道路橋示方書の水平震度

Kh=0.6 を下限値と設定した．構造物の耐用期間を 50

年と設定したことより，Vision2000 の性能マトリッ

クスから再現期間は 475 年となる．従って，超過確

率は，式(1)で求められる． 
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地震動の最大加速度分布を対数正規分布と仮定し，

既往の研究より変動係数δ=0.3 とした．これより，

対象とする地震加速度の平均値μ=427.5gal，標準偏

差σ=128.3gal が求められる． 
 
3. 塩害劣化モデル 

(1)腐食減量のモデル 

塩害による劣化の過程は潜伏期，進展期，加速期

の三つに区分される．潜伏期では鉄筋は腐食せず，

塩化物イオンがコンクリートを浸透し，鉄筋付近に

蓄積されていく．進展期では鉄筋の腐食をはじまり，

鉄筋の腐食が進むとかぶりコンクリートにひび割れ

が発生して加速期になる．加速期では進展期と比べ

て数倍の速度で腐食が進み，それに伴って RC 部材

の耐荷力が低下する． 

 腐食開始時間 trを求めるために Fick の拡散方程式

を用いる．鉄筋付近の塩化物イオン量が限界塩化物

イオン量を超えた時間が腐食開始時間 tr となる． 

鉄筋の腐食が進行すると，腐食生成物の膨張圧に

より鉄筋に沿ってコンクリート部にひび割れが生じ

る．ひび割れ発生時に生じる応力をまだ腐食してい

ない鉄筋，腐食生成物，コンクリート部とに分けて

考えると図-1 のように仮定できる．図中のかぶりコ

ンクリートに生じる応力 q1 によりかぶりコンクリ

ートにひび割れが生じると仮定した．腐食生成物の

膨張によってコンクリートに発生する引張応力が，

コンクリートの引張強度を超えると腐食ひび割れが

発生すると考える． 

 

(2)部材のじん性低下モデル 

 鉄筋の腐食によりコンクリートに膨張圧がかかり

コンクリートにひび割れが発生する．ひび割れによ

り付着耐力が低下することで，部材のじん性率が低

下する．じん性率の低下は式(2)のような指数関数モ

デルで仮定した． 
)t-λ(t
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ここで，µ(t)は経過年数 t 年でのじん性率， 0µ は初

期じん性率で表-1 に示すばらつきを考えた．λは低

下係数，tr は鉄筋の腐食開始時間である．λは鉄筋

腐食によるじん性率低下のばらつきを考慮し，平均

値 0.03，変動係数 0.5 の対数正規分布を仮定した． 
 エネルギー一定則より地震時の等価な静的耐力

sP は式(3)で求められる． 

1µ(t)2PP ys −=               (3) 
ここで，Py は降伏耐力である． 
 
4．性能関数 

破壊確率を求めるためにモンテカルロシュミレー

ションを用い，計算回数は 10000 回とした． 
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構造物の安全性は式(4)の性能関数で表される． 
ws PPZ −=          (4) 

ここで， sP は地震時の等価な静的耐力， wP は地震

による外力である．この性能関数 Zが 0 を下回ると

破壊となる．確率変量とした因子の一覧を表-1 にま

とめて示す． 

5．期待費用最少のモデル 

 経過時間 t年までに得られる構造物の便益 CBから

期待損失費用 CＬを除した値を総期待便益 CT とした．

CT が最大となる t 年で補修すれば，総期待便益が最

大となる． 

 t 年における構造物の便益 CBy(t)は式(5)のように

表される． 
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ここで， a(t)は構造物の償還年数により定まる係数

で，利益率の低下を表す． 0a は初期償還年数，50
年後には利益率が 50%になると仮定して d=0.014 と

設定した．Cc は建設費である．C(t)は建設時の費用

に割りもどすための係数で，k は利率で 0.03 と設定

した．よって，構造物が t 年までに得る便益 CB は式

(6)のようになる． 
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破壊時の損失費用を CＬy とすると，t 年での破壊

による期待損失費用 LC は，t 年での破壊確率 (t)Pf を

乗じることで式(7)のように表される．  

 cfLyfL Cb(t)PC(t)PC ⋅⋅=⋅=         (7) 

ここで，b は被害係数で，構造物が地震により崩壊

した時に受ける損失費用であり，構造物の重要度，

社会的な損失費用なども含まれる．  
したがって，総期待便益 CT は式(8)で表される． 
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構造物の被害係数 b=10,20,50 と変化させて求めた

最適補修時期を図-2(a),(b),(c)に示す．経過年数 t が

進むと，構造物の利益率が低下する．破壊確率 fP の

上昇により，破壊時の期待損失費用 LC が増加する．

総期待便益 TC が最大となる経過年数 t が最適補修

時期 topt となる．b=10 では供用期間中に topt が見られ

ないが，この場合では補修をせずに使用を続けた方

が良いと判断できる．被害係数 b が増加することで，

最適補修時期 topt が早くなり，b=20 で topt=29 年が，

b=50 では topt=22 年が最適補修時期となる．重要な

構造物は早期の補修が必要だが，重要度の低い構造

物は補修を先延ばしにしてもよいことが読み取れる． 
 

表-1 確率変量とした因子 

因子 平均値 標準偏差 分布形状

拡散係数Dc(cm2/sec) 1.73×10
-8

1.59×10
-8 L

限界塩化物イオン量Cmax(kg/m3) 1.1 0.058 R

かぶりの誤差Xa(cm) 0.35 0.52 L

コンクリートの引張強度fc(kgf/cm
2
) 30.0 3.0 L

進展期の腐食速度ds1(%/year) 0.05 0.025 L
加速期の腐食速度ds2(%/year) 0.35 0.175 L

初期じん性率μ0 5.42 1.1 L
じん性の低下に関する係数λ 0.03 0.015 L

入力加速度ac(gal) 472.5 128.3 L
分布形状  L：対数正規分布，R：一様分布
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図-2 最適補修時期の算定 
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